
 Ｊ－クレジット登録プロジェクト件数のうち、農林⽔産業分野の登録件数は146件（全体の約３割）。
 このうち農業分野は12件（農業⽤分野の⽅法論を⽤いたプロジェクトは３件。）にとどまっており、今後

の拡⼤が課題。

農業分野12件の内訳
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Ｊ－クレジット登録プロジェクト数 農林⽔産分野の登録プロジェクト数

※農林水産分野のプロジェクトは農林漁業者・食品産業
事業者等が実施しているものを集計

農林⽔産分野
146件
（31％）

農林⽔産分野以外
331件
（69％ ）

森林管理
62件

（49％）

⾷品産業
28件

（22％）

⽊材産業
24件

（19％）

農業
10件
（8％）

⽔産業１件
（１％）

その他３件
（２％）

森林管理
78件

（53％）

⾷品産業
28件

（19％）

⽊材産業
24件

（16％）

農業
12件
（8％）

登録申請日 プロジェクト実施者 実施場所 分類 農業分野のプロジェクト概要
認証見込み量

（t-CO2)

2013年10月 (同)北海道新エネルギー事業組合 北海道 省エネ 農業用ハウスにおける空調設備の新設（電気） 152 

2014年2月 (株)伊賀の里モクモク手づくりファーム 三重県 再エネ 農業用ハウスにおけるバイオマス固形燃料（木質バイオマス）による化石燃料代替 310 

2017年3月 唐津農業協同組合 佐賀県 省エネ 農業施設における空調設備の更新 117,900 

2018年3月 (株)タカヒコアグロビジネス 大分県 再エネ 農業用ハウスにおける再生可能エネルギー熱を利用する熱源設備の導入 (LPG→地熱) 7,551 

2018年3月 (株)デ・リーフデ北上 宮城県 再エネ 農業用ハウスにおけるバイオマス固形燃料（木質バイオマス）による化石燃料の代替 (木質チップ) 2,000 

2019年1月 イオンアグリ創造(株) 埼玉県 再エネ 農場におけるバイオマス固形燃料（木質バイオマス）による化石燃料の代替（木質ペレット） 1,216 

2019年11月 フタバ産業(株) 全国 省エネ 園芸用施設における炭酸ガス施用システムの導入 1,630 

2021年11月 （一社）日本クルベジ協会 全国 農業 農家におけるバイオ炭の農地利用 4,467 

2022年3月 (株)エア・ウォーター農園 長野県
省エネ
再エネ

農園における未利用廃熱の熱源利用、農園におけるバイオマス固形燃料（木質バイオマス）による化石 燃料の代替（LPG→木
質チップ）

3,744
1,168 

2022年8月 (株)ファームノートデーリィプラットフォーム 北海道 農業 農場における家畜排せつ物管理方法の変更 1,399

2022年9月 クボタ 大地のいぶき 全国 省エネ 園芸施設における効率の良い空調設備の導入 6,214

2023年2月 味の素（株） 全国 農業 乳牛へのアミノ酸バランス改善飼料の給餌 85,864

#５ 農林⽔産分野の取組



管理者： 一般社団法人日本クルベジ協会

方法論： バイオ炭の農地施用

数量： 247t-CO2（R4.6月認証）

販売先：丸紅ほか教育機関、建設業、運輸業、製造業等

農業者
農業団体 クルベジ

協会

丸紅
教育機関
建設業
運輸業
製造業

等

プロジェクト
実施者

クレジット
購入者

丸紅

総代理店

他の購入者

プロジェクト
参加申込

販売代金
按分額

 2022年6⽉、⼀般社団法⼈⽇本クルベジ協会による農業分野の⽅法論（「バイオ炭の農地施⽤」）の取組が
初めてクレジット認証。

 バイオ炭を農地⼟壌に施⽤し、難分解性の炭素を⼟壌に貯留することにより、本来、空気中に排出されるはずだっ
たCO2の排出量を削減。

プロジェクト
管理者

11団体・個人

15（元資料）⼀般社団法⼈ ⽇本クルベジ協会提供資料
（資料）第24回J-クレジット制度運営委員会資料より作成

クレジット

クレジット

販売代金

販売代金

「燃焼しない水準に管理された酸素濃度の下、
350℃超の温度でバイオマスを加熱して作られ
る固形物」と定義。

難分解性のバイオ炭の施用により、炭素成分
が長期間分解されずに、バイオ炭として地中に
貯留される。

＜バイオ炭とは＞

実例① [バイオ炭]



 2022年9⽉、「家畜排せつ物管理⽅法の変更」に取り組む第１号案件として（株）ファームノートデーリィプラット
フォーム（北海道）によるプロジェクトが登録。

 家畜排せつ物（固体分）の処理⽅法を「貯留」から「強制発酵」に変更することで、メタン排出量を削減。

プロジェクト概要 ︓農場における家畜排せつ物管理⽅法の変更
事業者名 ︓株式会社ファームノートデーリィプラットフォーム
プロジェクト実施場所︓北海道標津郡中標津町
排出削減⾒込量 ︓1,399t-CO2

貯留

糞・尿（スラリー）

畑散布（別途、敷料を購⼊）

固液分離 固体分

貯留 畑散布
液体

敷料として利⽤（強制発酵）

実施前︓排せつ物（糞・尿）をまとめて貯留した後、畑に散布。
実施後︓分離した排せつ物（糞）を強制発酵後、敷料（⽜の寝床）として利⽤。排せつ

物（尿）については実施前と同じ貯留で管理。
固液分離処理をして製造した敷料

固液分離機

（株）ファームノートデーリィプラットフォームプレスリリースより引⽤
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実例② [家畜排せつ物管理⽅法の変更]



 2023年3⽉、「アミノ酸バランス改善飼料の給餌」に取り組む、味の素（株）（東京都）のプロジェクトが登録。
 乳⽤⽜に慣⽤飼料に代えてアミノ酸バランス改善飼料を給餌することで、排せつ物由来の⼀酸化⼆窒素の排出を抑制。

プロジェクト概要 ︓乳⽤⽜へのアミノ酸バランス改善飼料の給餌
事業者名 ︓味の素株式会社
プロジェクト実施場所︓全国
排出削減⾒込量 ︓85,864t-CO2

味の素株式会社プレスリリースより引⽤、⼀部加⼯
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味の素(株) 明治グループ
明治HD(株)

(株)明治、明治飼糧(株)

実例③ [アミノ酸バランス改善飼料の給餌]



 世界的にカーボン・クレジットの取引市場が急拡⼤する中、我が国でもJ-クレジット制度を含め、森林、農地等の⾃然由
来の排出削減・吸収クレジット（以下「⾃然系クレジット」という。）の創出拡⼤への期待が⾼まっている。

 ⾃然系クレジットには、⼯業系クレジットにはない炭素以外の価値がある⼀⽅、⾃然由来であるための課題が存在。

自然系クレジットの課題

① １件当たりのクレジット創出量が小さい一方で、

プロジェクト登録・クレジット認証費用が高額（森

林の例ではそれぞれ約110万円・約70万円）な

ため、コストに見合わない。

② 自然系クレジットの取引量が少ないため、クレ

ジット販売の見通しがつかず、創出のインセン

ティブが働きにくい。

③ 農業分野における温室効果ガスの排出削減吸

収に資する活動は多様にある中で、方法論は

厳格に定められ、気候、ほ場条件毎のデータ収

集解析が容易ではないため、Ｊ－クレジット制度

の農業分野において適用できる方法論は５つと

少ない。
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課題への対応

① 複数の取組者でまとめて申請する「プログラム型

のプロジェクト」を活用し、個々の農業者の負担

軽減や、１件あたりのロットの拡大を図る。（一定

規模の排出削減・吸収活動では、登録・認証費

用の補助を活用可能。）

② 取りまとめ事業者に専門家を派遣し、申請手続を

支援することで、案件創出を促進する。

③ 方法論の新たな策定と改善を行い取り組み易く

するほか、柔軟な取組が可能な民間主導のボラ

ンタリークレジットのスキームを検討する。

#６ ⾃然系クレジットの課題と対応策



Ｊ−クレジットの紹介動画が
YouTube maffchannelにのっています！

ぜひご覧下さい！
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お問い合わせ先
【農業分野のカーボンクレジットに関すること】 【Ｊ－クレジット制度の⼿続き等に関すること】
農林⽔産省⼤⾂官房みどりの⾷料システム戦略グループ みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社
地球環境対策室 （Ｊ－クレジット制度事務局）
担当者︓⼤津⼭、但⽥、⾼津 電話︓050-3173-8916
代表︓03-3502-8111（内線3289） メールアドレス︓help@jcre.jp
ダイヤルイン︓03-6744-2473


